
①環境配慮経営に積極的に取組む企業の株式を組み入れた新たなファンドの組成：3件
②環境格付融資の構築：12件

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①環境配慮経営に積極的に取組む企業の株式を組み入れた公募型のエコファンドの創設や、②当該企業への環境低
利融資を促すために、全国・地域における預金取扱金融機関等に対して、環境配慮経営に積極的に取組む企業を掘り
起こすための調査・審査（委託を含む）に対して支援する。

環境配慮経営を積極的に行う事業者を金融機関が正当に評価し、当該事業者への投融資を支援することにより、事業
者の環境配慮経営の促進を図ることを目的としている。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

0－

執行率 － － 91.4%

事業番号 ２３３

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成21年度環境格付調査等補助金

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　その他

　(見直し余地欄に記載の通り、当該事業については平成２１年度限りで廃止。)

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

なし（平成21年度で終了）

事業完了後の実績報告書にて、全ての資金使途・支出先について確認済み。
環境配慮経営に積極的に取組む企業の株式を組み入れた新たなファンドの組成費用や、環境格付融資の構築に係る
費用に使われた。

－

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 140

総事業費(執行ベース) － － 128

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 環境経済課

上位政策

環境経済課長
石飛　博之

環境省総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

環境・経済・社会の統合的向上

0

－ 128

関係する計
画、通知等

環境配慮促進法
（第4条、第5条）

環境基本計画
循環型社会形成推進基本計画

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

１２８百万円

Ａ．＜エコファンドの組成＞

民間企業（全３事業者）

（２４百万円）

Ｂ．＜環境格付融資の構築＞

銀行（全１２事業者）

（１０４百万円）

【公募・補助】 【公募・補助】



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.東京海上アセットマネジメント投信株式会社 E.

5

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 ESG調査委託費 5

人件費 ファンド企画、設計、マーケティン
グ等

9

雑役務費 ファンド設定準備費用（弁護士費用、
登録に係る経費等）

物件費 CSRデータベース購入費 1

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 20

人件費 環境格付評価基準検討、設計等 6

B.株式会社もみじ銀行 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費
環境格付のための企業調査・審査に係る
アドバイザリー業務 5

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 11 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


